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地方自治研究室 ~ 
セクシュアル・ハラスメント防止策としての
内部統制制度とセクシュアル・コンセント研修

鈴木秀洋日本大学危機詞学部准教授

第1 喫緊の課題

財務省事務次官によるセクハラ事案、

狛江市長のセクハラ辞戯等、セクシュ

アル・ハラスメント （以下「セクハラ」

という）に絡む様々な事件 ・報道が連

日紙面をにぎわせている。

後述するが、日本で初めてのいわゆ

るセクハラ訴訟（平成元(1989)年提起。

平成4(1992)年判決）からすでに29

年がたつ。男女共伺参画白柑（平成29

年度）や肛生労拗白抒（平成29年度）

の評価fllにおいては、セクハラ防止に

関する法制度整備や施策殷l~Iは苅実に

進んでいるとされるが、果たして本当

にそうなのであろうか。

本論税では、これまで自治体の男女

協働課長としてジェンダー施策に取り

糾んできた経験を跨まえ、現状分析を

行うとともに、喫緊の課題となってい

るセクハラ防止策に関して、いくつか

の具体的提けを行うことを目的とする。

第2 基本知識の確認

まず、セクハラに関する基本的な法

整備状況を確認しておく必要がある。

1 法令等の定め

(1)均等法11条

屈用の分野における男女の均等な機

会及ぴ待遇の確保等に関する法律（昭

和47年法律113号。以下「均等法」とい

う）は、第2f,t「第 2節事業主の講

ずべき措1ll.」11条に、セクハラに関す

る規定を設けている。

（戦場における性的な言動に起因

する問題に関する扉用行理上の措

骰）

第十一条事業主は、戟場において

行われる性的な言動に対するその

屈用する労働者の対応により当該

労働者がその労働条件につき不利

益を受け、又は当該性的な言動に

より当該労慟者の就棠環境が甚さ

れることのないよう、当該労働者

からの相談に応じ、適切に対応す

るために必要な体制の整伽その他

の雇用行理上必要な措肘を講じな

ければならない。

2 厚生労拗大臣は、 liil項の規定に

基づき事業主が講ずべき措骰に関

して、その適切かつ布効な実施を

図るために必要な指針 （次項にお

いて 「指針」という。）を定めるも

のとする。

3 (略）

この法律に関しては、平成9(1997) 

年改正（平成1L(I 999)年4月1日施行）

により事業主の配慮義務が定められ、

平成18(2006)年改正（平成19(2007) 

年4月1日施行）では措胚義務に強化

されるとの経緯をたどっている。そし

て、同11条は、対価型と閃挽型の2つ

の類型について市栗主に屈用管理上の

必要な措爵を講ずぺきことを定める。

なお、地方公務且も除外されずに適川

される （均等法32条）。

自治体が適用除外となっていない以

上、自治体脱且へのセクハラを防止す

べきことは、自治体 （人事 ・管理肱）

側に課された法的義務なのである。

(2)人事院規則10-10

また、国家公務且法に基づくセクハ

ラの防止に関する「人事院規則10-10

セクシュアル ・ハラスメン トの防止

等」（平成10年11月13日）の定めについ

ても、自治体がセクハラ防止策を溝ず

る場合に参考になろう。

セクハラの定義を 「他の者を不快に

させる獄場における性的な甘動及ぴ駿

只が他の政貝を不快にさせる駿楊外に

おける性的な首動」とし、人事院の買

務、各省各庁の長の双務、戟且の沢務、

職只に対する指針、研修等、苦梢相談

への対応等の規定整備をしている。

法体系的には、行政 （人事 ・管理閾）

側への義務だけでなく 、戯uの買務の
規定を設けているところに特徴があ

る。すなわち、「セクシュアル ・ハラス

メントをしないように注意しなければ

ならない」 (5条）項）との規定がほけ

られている。ただし、注意規定でしか
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ない点については課題とされる。

(3)各自治体のセクハラに関する基本

方針・訓令等

上記均等法11条が自治体に適用され

ている以上、各自治体がセクハラに関

する定めを持たずとも、セクハラに対

応すべき直接の義務は課されている。

さらに、セクハラに関する基本方針や

訓令等を定めて、より法令の具体化を

行う自治体の例は少なくない。

2 憲法13条論・99条論・法の支配

上記法律、規則、基準等の定めにつ

いては、公務貝として知っておくべき

最低限の知識である。しかし、セクハ

ラを防止していくためには、形式的な

定めを単に知るだけでなく、より根

本・上位法からの思考が必要となろ

う。根本的な思考過程を経ないことが、

現状のセクハラの被害を創出している

と考えられるからである。

まず、公務員には憲法尊重擁護義務

がある（憲法99条）。そして、憲法を頂

点とする法体系にのっとり職務を遂行

しなければならない（法の支配、法律

による行政の原理）。さらに、そのこと

を宜誓して公務貝となる（宜誓の義務

について国家公務貝法97条、地方公務

員法31条）。すなわち、憲法に規定され

ている人権施策を推進していくことが

公務員の仕事ということになる。

では、公務貝が守っていくべき人権

とは何か。一人ひとりを尊重するとは、

どういうことなのか。実はセクハラの

問題は、難しい話ではない。根本的に

自分と他人とでは、感じ方や価値観・

物差しが異なるという理解、自分の価

値観を普通であると考えて他人に押し

つけない、つまり自分と他人には同じ

価値があり、対等である一ーこうした

哲学が、憲法13条の個人の導重規定の

根本にあるのである。

この哲学からすれば、「あの人の感

じ方がおかしい」、「それぐらいいいじ
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ゃないか、気にするな」、「そういうつ

もりではない」ー一このような言説の

おかしさに気づくことができよう。そ

れぞれの人に見えている景色は異なる

のである。セクハラとは、他の人の人

権を尊重しない、大切にしない、対等

性を認めていない意識行動であり、「支

配」の構造であり、憲法13条に反する

人権侵害となる言動なのである。

3 福岡セクハラ訴訟り）の根拠として

の憲法14条と女子差別撤廃条約

いわゆるセクハラの法理につき、初

の本格的な司法判断が示された事例と

いわれる福岡セクハラ訴訟に関する知

識は必須である。

本件は、編集業務に従事していた女

子社員（原告）が、編集長が会社内外

において原告の異性関係等について悪

評を流す等したことにより退職を余俄

なくされたと主張して、同編集長及ぴ

会社に対して、慰謝料を請求したもの

であり、判決は請求を認容した。

判例の詳述解説は別の機会にすると

して、この事例に関して代理人を務め

た角田由紀子弁護士の論稿(3)のうち、

2点ほど要約指摘しておく。

第1に、セクハラという言葉・概念

についてである。セクハラという言

葉・概念は、日本の働く女性の状況を

劇的に変えた言葉・概念であり、女性

が活動する場での種々の形での暴力を

告発し、根絶するためのキーワードと

なってきたとの指摘である。この言葉

が登場する以前には、存在それ自体が

無視されてきた女性に対する重大な人

権侵害の存在がようやく可視化され、

対応が求められるようになった、と述

べる。そして、この訴訟で力を注いだ

論点のひとつは、性差別であり、性的

自由の侵害という手段で労働の権利、

勉学、研究の権利、生存の権利が侵害

される二重三重の人権侵害であること

の理解であり、憲法14条及ぴ女性差別

撤廃条約が根拠となる旨の指摘である

（均等法11条は事業主の措置義務規定

にすぎず、セクハラが性差別として禁

止規定の対象になっていない）。

第2に、セクハラ事案においてよく

なされる被害者の落ち度論に関して、

角田弁談士は、「自ら被告の自宅に赴

き、夜遅くまで滞在したために発生し

ているなど、原告の方にも落ち度がな

いとはいえない」 (4)等の判決を例に挙

げて、例えば人種差別による被害を受

けた人がそれを理由に損害賠償請求し

たときに、差別する人のところへ近づ

いたことに資任があるということが許

されるのかと問題提起をする。そして、

性差別という視点が落ちていると、あ

まりにも日常的な出来事となっている

がために、被害者に落ち度があって過

失相殺をするなどというおかしさに気

づかなくなっている(S)と指摘する。セ

クハラに対応する行政職員が認識して

いなければならない重要な視座である。

第3 対策としての具体的提
言（法制度と研修制度）

上記の基本的知識を前提に、現状の

セクハラ事案に対してどのような対策

をとればよいのであろうか。

セクハラ事案に関する新聞報道を見

ない日はないというほどの事案が日々

起きている(6)。そしてこれまでは、職

貝のセクハラ行為に関して管理監督者

がどのように指導監督し、現境整備を

行うかという視点での法整備・運用に

力が入れられてきたように思われる。

しかし、今問題となっているのは、

自治体トップを含む管理監督者が行う

セクハラ行為である。かかる管理監督

者のセクハラ行為への対処についての

組織の機能不全が問題となっているの

である。

以下、 2つの提言を行う。

1 法制度整備編
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現在のこうした機能不全に対するひ

とつの提言は、内部統制制度の項目に

セクハラ防止を明記すること、もうひ

とつは、条例でセクハラ防止・禁止を

明記することであろう。以下述べる。

(1)内部統制制度としての位置付け

今般、地方自治法が改正（平成29年

法律54号） (7)され、平成32(2020)年4

月までに内部統制制度の導入が自治体

に課されることとなった（都道府県、

指定都市は義務付け、指定都市を除く

市区町村は努力義務）。この制度は、自

治体における様々な不祥事防止に鑑

み、企業における内部統制システムを

参考に定められた制度設計であり、基

本的に財務を中核とする制度設計とな

っている。

直接に内部統制という言葉を使用し

ていないが、次に掲げるように「管理

及ぴ執行が法令に適合し、かつ、適正

に行われることを確保するための方

針」、「これに基づき必要な体制を整備」

することが内部統制と説明される。該

当の条項を次に挙げる（下線筆者）。

第150条都道府県知事及び第

二百五十二条の十九第一項に規定

する指定都市（以下この条におい

て「指定都市」という。）の市長は、

その担任する事務のうち次に掲げ

るものの管理及ぴ執行が法令に適

合し、かつ、適正に行われること

を確保するための方針を定め、及

ぴこれに基づき必要な体制を藍備

しなければならない。

財務に関する事務その他総務

省令で定める事務

二 前号に掲げるもののほか、そ

の管理及ぴ執行が法令に適合

し、かつ、適正に行われること

を特に確保する必要がある事務

として当該都道府県知事又は指

定都市の市長が認めるもの

2
 

3
 

4
 

6
 

7-9 

市町村長（指定都市の市長を除

く。第二号及び第四項において同

じ。）は、その担任する事務のうち

次に掲げるものの管理及び執行が

法令に適合し、かつ、適正に行わ

れることを確保するための方針を

定め、及びこれに基づき必要な体

制を整備するよう努めなければな

らない。

前項第一号に掲げる事務〔華

者注：財務に関する事務その他

総務省令で定める事務〕

前号に掲げるもののほか、そ

の管理及び執行が法令に適合し、

かつ、適正に行われることを特

に確保する必要がある事務とし

て当該市町村長が認めるもの

都道府県知事又は市町村長は、

第一項若しくは前項の方針を定

め、又はこれを変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。

都道府県知事、指定都市の市長

及び第二項の方針を定めた市町村

長（以下この条において「都道府

県知事等」という。）は、毎会計年

度少なくとも一回以上、総務省令

で定めるところにより、第一項又

は第二項の方針及びこれに基づき

整備した体制について評価した報

告書を作成しなければならない。

5 都道府県知事等は、前項の報告

書を監査委員の審査に付さなけれ

ばならない。

都道府県知事等は、前項の規定

により監査委員の審査に付した報

告害を監査委員の意見〔筆者注：

7項（決定は監査委員の合議）〕を

付けて議会に提出〔筆者注： 8項

（公表）〕しなければならない。

（略）

以上のように、自治体の標準装備の

項目として「財務に関する事務」を挙

げているにすぎない。自治体が項目を

追加すること、すなわちセクハラ防止

を内部統制制度に位置付けることがで

きるのである。昨今の状況からすれば、

自治体トップに対する義務付けとして、

内部統制としてセクハラ防止策を組み

込むことはむしろ推奨されよう。

確かに、この内部統制制度に関して

は、行政がもともと有している様々な

制度との調整が必要であり（例えば、

従前の財務監査に屋上屋を架すことに

ならないか等）、自治体側から事務の

煩雑さについての不満も多く聞く（む

しろ国に導入すべきであるとの意見）。

しかし、この制度を財務面のみに限

定することなく、①本論稿で問題提起

しているセクハラ防止策を全庁的に尊

入（あらゆる分野・施策の通底をなす

というジェンダー主流化の視点）する

という点、さらに、②従前のコンプラ

イアンス・公務貝倫理という枠組みの

中ではその制度設計・運用の中に制度

化されてこなかった「議会」を制度設

計に組み入れる点、この2点において、

セクハラ防止に自治体が取り組むこと

を明確にする意義は大きい（評価報告

書を作成し、その報告書に対して、監

査委貝の審査・意見付与を求め、議会

に提出する方式が義務付けられる）。

(2)条例制定

自治体においては、条例が最高法規

となる。その条例の中にセクハラ禁止

規定を設けることは、自治体の意思を

明確にするとともに、セクハラ防止施

策を展開していく上での土台となり、

強力な推進力となる。

男女平等条例は、すでに多くの自治

体で制定されているが、その項目の中

に、明確にセクハラに関する禁止規定

を入れ、苦情処理制度を設ける（自治

体の議会も巻き込むことが望まれる）。

例えば、平成25(2013)年11月1日
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施行の文京区男女平等参画推進条例

（文京区条例39号）では、 2条5号でセ

クハラの定義規定を龍き、 7条の禁止

事項等で、「何人も、配偶者からの暴力

等、セクシュアル・ハラスメント、性

別に起因する差別的な取扱い（性的指

向又は性的自認に起因する差別的な取

扱いを含む。）その他の性別に起因す

る人権侵害を行ってはならない」と定

め、明確にセクハラを禁止している。

さらに、 15条で苦情申立制度も定めて

いる。

制度と意識改革は車の両輪であり、

執行機関と議会とが、セクハラ防止の

ために議論を尽くしていくことが、真

に当該自治体でセクハラを防止するた

めには不可欠な過程となろう。

(3)トップのメッセージ・

財務省事務次官によるセクハラ事案、

狛江市長のセクハラ事案、財務大臣の

セクハラ罪はないという発言や「はめ

られた」との発言等、様々な被害者へ

のセカンドレイプと呼ぶべき発言等が

なされても、自治体トップからかかる

言動を非難する直接のメッセージは聞

かれない。

確かに事案の詳細が分からない、又

は、当該自治体には関係ないという理

由があるようである。

しかし、自治体トップがいかなるメ

ッセージを発するか当該自治体の職貝

は待っているのである。その姿勢を見

ているのである。

自治体トップが、日々報じられるセ

クハラ事案について、①自らはセクハ

ラ行為を絶対に行わないこと、②管理

職員によるセクハラ行為は絶対に許さ

ないこと（厳格な懲戒処分を科すこ

と）、こうした宜言やメッセージを発

することが何よりも大切なことなので

ある18)0

箪者は、これまで自らが担当してき

た職務の中で、何度もセクハラ事案に
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対応してきた。また全国の自治体の研

修講師としての経験もある。こうした

中で、セクハラ行為に対し、首長が厳

格な姿勢を打ち出す自治体は、やはり

職員もセクハラを防止し安全安心な職

場をつくろうという姿勢が見て取れる。

自治体のホームページでの首長のペ

ージにも、セクハラを許さないとのメ

ッセージを盛り込むべきであろう。

2 研

(1)理念だけではない具体例を検討

する研修

具体的な裁判事例等を題材にするこ

とが必要であるが、前述の裁判例のよ

うに被害者の落ち度に言及する司法の

ジェンダーバイアスも問題とされる。

司法の解決が正解例とはならない。

セクハラ防止のためには、規範的な

研修に加えて、セクハラ被害者がどの

ような心理状態に陥っていくのか、ま

たセクハラの二次被害についてきちん

と理解しておくことが必要である。例

えば、セクハラ事案については必ず出

される次のような批判や反論がある。

具体的には、被害者自己資任論・被

害者落ち度論、ハニートラップ論、ま

た、加害者の将来がある論・加害者優

秀論、加害者の意図論（好きではなか

った、励ます意図で触った等）、密室で

事実関係が分からないから被害者名乗

り出ろ論、被害者のプライバシーを理

由に事案を明らかにせず蓋をしてしま

う論、被害者の感じ方がおおげさであ

る論等、数々挙げられてきた。

被害者はこうした二次被害にさらさ

れるのを恐れて、黙ってしまう、被害

の申出を取り下げる、ということが現

実に起きているのである。被害の申出

をした後に、心身の不調に悩まされる

ことは稀なことではなくて、むしろ心

理学的には通常の過程なのである。

こうした被害者の心理（心的事実を

重視すること）についてもきちんと学

ぶ研修を行わねば、通り一遥のセクハ

ラ講義研修では何も変わらない(9)。

{2)セクシュアル・コンセント研修

筆者は、セクシュアル・コンセント

（性的同意）を重視するという考え方

の研修・啓発匹を行っている。対等な

コミュニケーションを行える関係を築

いていくことがセクハラを防ぐ「キー」

になるという観点から、具体的場面を

様々想定して、セクハラ防止のワーク

などを行うものである。同意のない性

的言動は性暴力であり、同意はとる側

に賀任があるとの考え方を明確にする。

こうした職場での日常的なコミュニ

ケーションとセクハラ防止を結ぴつけ

た研修による訓練を通して職場環境を

変えていくことが求められる。

第4 おわりに

セクハラに関する過去の裁判の蓄

積・土台が簡単に壊されてしまう事案

が続いている。セクハラ事案は、全国

で、そして行政・民間問わず、日常風

景となってしまっている。セクハラは

人権侵害であり、自治体がど真ん中の

施策として取り組む問題である。今、

自治体トップが「セクハラNO」との明

確な意思表示を発するかどうかが問わ

れている。そして、法体制の整備及ぴ

「セクシュアル・コンセント」等の真

の研修の充実が早急に望まれる。

勇気をもって声を上げ始めた被害者

たち、こうしたMetoo運動に対して、

自治体は、..we too"という意思を明確

にし、支えていくことが求められよう。

セクハラを許さない安全で安心な地

域。それはその地域に住む誰もが真に

求めている姿である。認

(1) 「男女共同参画白書平成29年版」（平成幻年

6月、内闊府男女共同参画局ホームベージ

(http://www.gender.go.jp/about_danjo/ 

whitepaper/h29/zen匂 index.htinl#幽）は、

「女性活躍推進法による女性活躍の加速・拡



セクシュアル ・ ハラスメント防止策としての内部統制制度とセクシュアル ・ コンセント研修

大に向けて」を特集テ ー マとしている。また、
「厚生労働白行平成29年版」の第2部「第3京
女性、若者、茄齢者等の多様な働き手の参画」
(http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/ 

kousei/17/曲碑,pdf)では「妊娠・出産等に
関するハラスメントやセクシュアルハラス
メントに関する相談については、適切 に対応
するとともに、男女冠用機会均等法 に沿った
対策が講じられていない企業を指導し、必要
に応じて、具体的取組m例やノウハウを提供
している」とされている。

(2) 福岡地判平成 4 0992) 年 4 月16日判タ 83

号60頁。
(31 角田由紀子「セクシュアル ・ ハラスメン

トー福岡裁判から24年目の到達点」ジェン
ダーと法No.II (2014年） 9 頁。

(4) 東京地判平成16 (2004) 年 5 月14日判夕
1185号225頁。

(5)性暴力犯罪を論じるときに、執拗につき
まとう「被害者落ち度論」との共通性。

(6) 直近の 新聞報道をざっと眺めるだけでも、
セクハラm案に関する報道がなされており、
枚挙に暇がない。朝日新 llll2018年 5 月19日
朝刊（窃知全県版）「高知県の幹部戦且をセ

クハラで減給 洒席で「キスしよう」」（部下
の女性霰Uにセクハラをしたとして石知貼
知m部局男性幹部際Uを同日付けで減給lO
分の 2 、 6 か月の懲戒処分。幹部霰月は 4 月
lO日に高知市内で行われた駿場の歓送迎会
で、酒に酔って 5人の女性職 月 に「キスしよ
う」などと百ったほか、女性載月が鎌がって
いるにもかかわらず、握手しようとしたり
訂や11'中に 手を囮こうとしたりした。本人

は、「洒を飲んで理性をなくしていた」と説
明）。 ／朝日新聞2018年 5 月16日朝刊（東京
四域）「セクハラや体削、教 Jl. を懲戒処分
都教委」（祁教委によると、区立小学校の男
性主任教諭 (35) は、昨年末に後輩の女性教
諭をカラオケに店った上で、抱きしめ、頭部
にキスをして女性教雄に不快感と恐怖感を
与えたとして停職3か月の処分）。 ／朝日新
間2018年 5 月12日朝刊（社会而）「閃境省、
セクハラで職Jl.処分」（昨年12月、勤務時間
外に庁舎外で女性職且の体を触りながら性
的な関係を求めたという。地球環境屈の課
長補佐級の男性載且を停職 l か月の懲戒処
分に）。 ／朝日新聞2018年 5 月II日朝刊（群
馬全県）「みなかみ町艮、辞載否定 セクハ
ラ問題、講会の勧告決譲受け」（みなかみ町
の前田善成町長(SO)は、4月18日に町内の
飲食店であった団体の宴席で女性にキスを
した。自身のプログを通じて公務ではなく
私的なことと主張。行為は認めて反省や判
罪の言葉を連ねる一 ）i、同危があったと飲
解したと説明。町謙会が町長への辞職勧告
決譲を出すが、決譲に法的拘束力はなく、町
長は辞職を否定。退 Ir時に報道綽の取材に
応じたJliJIJl町長は「決議はしっかり受け止
める」と桧り返した。辞霰には「住民のため
に働くことでお返ししたい」と否定）。

(7) 今回の地方自治法の 一部改正の柱は、①
内部統制に関する 方針の策定等、②監査創J
度の充実強化、③決＂不認定の場合におけ
る長から謙会等への報告規定の整傭、④地
方公共団体の艮等の損害賠償頁任の見直し
等の4本である。

(8) 朝刊新聞2018年 5 月10日（山形地方）「セ
クハラ、知事「許されぬ」「媒駁且が加害者な
ら薮正対処」」（吉村英栄子知事は5月9日．
定例記者会見で、社会的な関心が店まってい
るセクハラについて「許されない行為」とし、
県駿Uが加‘占者になった場合は歎正 に対処
する考えを示した。「（職Hが） 七クハラを起
こした場合は、懲戒処分を含め対応する。一

般の人から受けた場合は中止を求め、複数
人での面会に切り抒えるなどの措置をとる」
と述ぺた）。 ／摂津市は、各部長が全月、部
下の前で「脱ハラ立百」を行う取組みを始め
ており、注目される。継萩性と風化しないこ
とが重要と名える （ 朝日デジタル2018年 6

月 1 8 配lit (https:/ /headlines.yahoo.co.jp/ 

h l?a=20 I 8060 I -000000淀asahi-pol))。
(9) 財務大臣がセクハラ研修に参加していな

いということが問題とされた。これまで、行
政組織の投は忙しいからという理由で研修
がなされずにきた。しかし、自治体トップが
どのような研修に参加するのか否かという
のは、まさ にその n 治体が当該テ ー マを重
要と考えているか否かの試金石である。セ
クハラ防止研修に自治体トップが参加する
ことを提言したい。

00) ちゃぶ台返し女子アクションのホ ー ムペー
ジ (http://chabujo.com/wp/campaign/

sexual-consent-handbook/) 参照。 ま た、 積
極的な同意なし七ックスをレイプ犯罪とす
るスウェー デン 新法について、 CNN2018年
5 月 268 配信記事 (https://www.cnn.eo.jp/

m/world/35119814.html) 参照。
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